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＜メインシンポジウム＞

働く人の健康を生み出す職場づくり

広瀬俊雄（仙台錦町診療所・産業医学センター）

小林祐一（HOYAグループ）

今回のメインシンポジウムは当然主題「職場における

健康力と産業保健」を深める目的で，同時に5回継続し

てきた「4部会合同企画リレーワークショップ（以下

WS）」の集大成として「働く人の健康を生み出す職場

づくり」というテーマで開催された．最終日，日曜日に

もかかわらず，200名以上の参加で熱気溢れて進められ

たことは，このテーマ・切り口が現在の産業保健の課題

として注目され，期待が大きかったと思われる．リレー

WS「働く人の健康（元気）を生み出す職場（組織）づ

くり」は 2004年に始まり，1回目の主旨説明で座長の

一人の広瀬はリレーWS常任担当を代表して「近年の激

しい産業変化によるストレスが大きな社会的な問題とな

り，過労死・過労自殺やメンタルストレスを引き起こし

ている．この問題へのアプローチとして，ストレスを生

み出す源として『企業内の組織構造ストレス』，即ちこ

れまで産業保健の課題に挙げられることが少なかった

「労務管理」の内容・在り様についても働く人々の健康

への影響因子の一つと捕らえ，これを改善させ，『組織

の健康を取り戻す』，ひいてはそこに働く人々の健康を

推進していくという点で，産業保健の大きな課題である」

と述べたことを冒頭に紹介した．シンポジストは第2回

目からのワークショップの課題を4部会の担当者によっ

て分担する形で，①「過重労働・成果主義について（産

業医部会田端正司），②業種・職種による現状と対応策

（産業衛生技術部会落合孝則），③雇用形態上の問題点と

対策（産業看護産業医部会和田晴美），④職階・職能の

問題点と対策（産業歯科保健部会井手玲子）が，それぞ

れのWSにおける班討議（抜本＆簡便な問題点抽出）⇒

代表者公開討議による絞り込み⇒班討議による対策抽出

⇒常任担当＋座長団によるまとめを紹介した．これらを

踏まえて，今後の取り組みについて後段で検討した．座

長の一人小林は後段冒頭発言として民間企業（HOYA）

と中央官庁（経済通産省）での産業医活動の経験から

「産業保健職と労務管理の関わり」と題して報告した．

討議の冒頭に小林報告への質疑を行ったが，「考え方と

実践」に関して共鳴・評価の意見が多く寄せられた．シ

ンポジスト4報告で共通していた「コミニュケーション

スキル」についての討議では，「個々の労働者の中に特

にこの能力が低いものがいること，かつ一部は逆に優れ

ている者がいる半面，世代的特徴としての全体水準も低

下」も指摘された．「個々の責任と義務励行こそ」の強

調意見もあったが，本シンポでは「職場として」が本題

であることからは「解決改善すべき社会的，地域・家庭

的問題が大きい．そのことを強調しながら，そうした現

状を念頭に置かないあるいは改善を図らないままでの目

標ばかりを組織・労働者に与える現状のやり方自体の改

善に産業保健職も尽力すべき」というのが本シンポジウ

ムの結論であるように思う．

＜次期リレーワークショップ検討会＞

三好裕司（明治安田生命健康保険組合東京診療所）

藤井智恵子（徳島大学大学院地域看護学）

リレーワークショップは，2004年来，産業医産業看

護全国協議会の2時間強のプログラムとして，グループ

ワーク，コアメンバーによる公開討論，グループワーク，

総合討論という一連の流れで行われてきた．今年度，各

部会幹事による4部会合同企画運営委員会が誕生し，部

会合同企画をさらに推進することとなった．今回はリレ

ーワークショップのあり方について検討した．まず，

「産業保健における連携」を継続的なテーマにとりあげ

ることとした．連携といっても，いろいろなレベルの連

携がある．課題ごとに連携を考えるか，連携の対象に応

じて話し合うかが議論された．その結果，過重労働やメ

ンタルヘルスといった課題を前面に掲げても新鮮味がな

く，連携の対象に応じた話し合いのほうが意義深いと考

えられた．いろいろな場面で，企画そのものの優劣だけ

でなく，連携がうまくいくか否かで結果が異なってくる．

連携の対象を狭く産業保健内部の職種間に限定せず，職

場，労働組合，健保組合，派遣会社，医療機関，地域，

行政などに広げていくことが産業保健において重要であ

る．その中で，職域保健で極めて重要な役割を果たし，

しかも，極めて連携が困難な経営・人事部門との連携か

ら話を進めようということになった．「働く人の健康の

ための経営・人事部門との連携」を2010年度のテーマ

とした．これから数年間，産業保健内部，またその周辺

との連携を切り口に，産業保健の向上を目指して，4部

会構成員全員参加型のワークショップを継続したい．

＜シンポジウム＞

職場における自殺予防

本橋　豊（秋田大学大学院公衆衛生学講座）

2008年のリーマンショック以後のわが国の経済状況

地方会・研究会記録
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企画運営委員長：広瀬俊雄（仙台錦町診療所・産業医学センター）
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の悪化は自殺問題にも深刻な影響を与えている．総合的

な自殺対策を進めていくことが急務となっているが，そ

のためには地域・職域という枠を超えた自殺予防対策の

推進が求められている．また，有職者のみならず無職者

の自殺にも目を向けて，自殺対策を効果的に推進する必

要がある．昨今のこのような自殺対策の状況を踏まえて，

産業医学の立場から「職場における自殺予防」の現状と

課題について討議するシンポジウムとして企画した．天

笠崇氏（代々木病院精神科）は「労働関連自殺―いわゆ

る「過労自殺」―の予防」と題して，過労自殺の実態に

ついて事例紹介により明らかにした上で，長時間労働や

労働ストレス要因を踏まえた過労自殺の予防方策につい

て具体的な話題提供をされた．松本晃明氏（静岡県精神

保健福祉センター）は「睡眠キャンペーンを核とした職

場の自殺予防活動」と題して，静岡県富士市の「働き盛

り世代のうつ自殺予防対策・富士モデル事業」を中心に

話題提供された．睡眠キャンペーンと紹介システムを二

本柱として，地域と職域を巻き込んだ啓発キャンペーン

活動が自殺予防対策として効果的であることを示され

た．尾�健一氏（ライフワーク・ストレスアカデミー）

は「企業における自殺が及ぼす影響」と題して，臨床心

理士の立場から，職場における自殺が企業の従業員やそ

の家族に大きな影響を及ぼすことと，どのようにしてこ

れに対処するかについて話題提供された．そして，具体

的な事例を通して，自殺予防対策としての企業のメンタ

ルヘルス対策のあり方について言及された．以上の3名

のシンポジストの話題提供を受けて，フロア及びシンポ

ジストの間で議論が深められた．

＜ 4部会合同（職場改善）セミナー＞

宇土　博（広島文教女子大学院）

森　　洋（秋田環境測定センター株式会社）

日本産業衛生学会の産業医，産業看護，産業衛生技術，

産業歯科保健部会の第7回・4部会合同（職場改善）セ

ミナーが11月5日（木）～6日（金）に行われた．この

「4部会合同セミナー」の目的は，産業医，産業看護師，

産業衛生技術者，産業歯科保健関係者が合同して，職場

巡視を行い，それぞれの専門の立場から，職場の改善す

べき問題点や今後の産業保健活動に生かす良い事例を取

材し，参加型のグループ討議を行ってまとめ，全体で発

表・討議することにより，人間工学による職場改善・作

業管理のための実践的なスキルの向上を図ることにあ

る．今回の職場巡視は，ヘルスメーターなどの医療用具

を製品設計から部品加工，製品組立，最終製品検査迄，

工場内で一貫生産している企業である（株）タニタ秋田

の協力を得た．合同セミナーの参加者は，47名と盛会

であった．11月 5日，13： 00に秋田県総合保健センタ

ーに集まり，タニタに移動し，会社の説明を受け，6班

に分かれて，プレス工場→成形工場→脂肪計組み立て工

場を巡視した．終了後，秋田キャッスルホテルへ移動し，

翌日のプレゼンのためのグループ討議を行った．翌日の

プレゼンは，初めて全国協議会の開会式後のメイン会場

で行われた．タニタの関係者も列席して，開会式の参加

者の前で6班からのプレゼンが行われた．各班とも，作

業の流れに沿って的確に，幅広い視点から「良い点」や

「問題点」を取り上げ，適切な対策が提案され，セミナ

ー参加者の職場改善のスキルアップが示された．プレゼ

ンに，引き続き4部会合同セミナー教材作成委員会によ

る過去6回の合同セミナーのプレゼンを教材化したCD

が座長の宇土より紹介され，大きな関心を集めた．4部

会合同セミナーは，産業医・産業看護協議会の企画の1

つの柱として大きく成長してきた．今後，さらに多くの

会員の参加を得て発展することを期待している．

＜産業医部会企画＞

職場の健康力を高める産業医活動報告

中屋重直（関東自動車工業（株）健康管理センター）

藤代一也（九州電力株式会社）

10年前の全国協議会（仙台）のシンポジウムにおい

ても，座長の一人である中尾が司会を務めた．当時はお

りしも不況リストラの状況下にあって「労働者の健康

観」を問うた．奇しくも今回も同様の情勢下だが，主

題を「健康力」すなわち，健康職場＋健康労働＋健康支

援ということにした．第1演者は，北海道勤医協総合病

院で20年にわたり職業病の検診や治療に従事してこら

れ，昨年開業された佐藤修二氏である．産業医活動は時

間がかかる，労災保険で巡視や事後指導，長時間労働面

接に診療報酬を認めるべきだと主張された．第2の演者

は，山形県酒田市の労働衛生コンサルタント菅原保氏で，

病院勤務の産業医活動の意義を紹介された．また，昨今

は地方での深刻な医師不足を背景に勤務医の労働過重が

大きな問題になっていることを取り上げた．そもそも，

学会や部会の活動に参加すること自体が一層の負担にな

るわけで，救急指定病院を返上せざるを得ない一方，産

業保健推進センター業務など保健予防活動を重視する元

気よさをお話しいただいた．第3演者は副部会長斉藤政

彦氏（大同特殊鋼星崎）である．職場の健康増進を進め

る主役は従業員自身であり，責任は事業主にある．しか

らば産業医は専門職として脇役に徹し，時に「忍」たる

べし．誰が産業医になっても変化しないで済むよう組織

を育て，プログラムをつくるのがよい．学会の最新情報

は企業にとって有益なのだと主張しよう，と述べた．第

4演者は司会の藤代一也氏（九州電力統括産業医）で，

メンタルへルスは企業の社会的責任のひとつで欠かせな

い，従業員の健康が損なわれても代替が効くものでない

からであると述べ，産業医活動の経験から職場改善の事
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例をあげて「職場の健康力」を強調された．最後に，前

日の自由集会「産業医にとって魅力ある企業とは．産業

医から事業者へ言いたいこと」を主宰された宮本俊明氏

（部会幹事）が報告された．事業場は特定しないし，外

に漏れない話だから，と30名が言いたい放題の2時間

だったようだ．

＜産業看護部会企画＞

『健康力』を高める産業看護活動

黒田真理子（福島県立医科大学看護学部）

只埜則恵（（財）宮城厚生協会古川民主病院）

12月 7日（土）午後からの看護部会企画は，今協議

会の「職場における『健康力』と産業保健」というメイ

ンテーマを深める為，「『健康力』を高める産業看護活動」

というテーマでシンポジウムを行い，産業看護職以外の

方も含め，約100名が参加した．はじめに部会長の西田

氏よりご講演を頂き，その後青森県の福原智子労働衛生

コンサルタント事務所の福原智子氏から，「健康力を支

える力としての産業看護職の役割」というテーマで，企

業外の労働衛生コンサルタントの立場からご報告を頂い

た．次に岩手県の株式会社ユアテック岩手支社の藤澤睦

子氏から，「産業保健活動と看護職の役割―セルフケア

の推進と人間関係づくりをめざして―」というテーマで，

健診後の事後指導を充実されたり，メンタルヘルス対策

を強化された活動をご報告頂いた．3番目には宮城県の

宮城産業保健推進センター相談員の福嶋嘉子氏から，

「連携による健康支援活動」というテーマで，企業の食

生活改善指導を地域連携により取り組まれた活動をご報

告頂いた．経済情勢の悪化による人員削減・派遣切りと

いった新たな難題の発生の中で，非正規雇用社員の労働

の不安定が正規雇用社員にも影響を及ぼし，仕事面，精

神面の負担増加から，過重労働対策やメンタルヘルス対

策が一層重要となってきている今日，従業員一人ひとり

を大切に向き合いながら，他業種の方とも協働で取り組

むなど，引き続き，産業看護職の専門性を発揮して，職

場全体で健康力を養うサポートの重要性を学んだシンポ

ジウムとなった．

＜産業歯科保健フォーラム＞

職域における歯科健診の新たな展開

藤原元幸（（社）秋田県歯科医師会常務理事）

11月 7日（土）に秋田市で，「職場における歯科健診

の新たな展開」というタイトルで，産業歯科保健フォー

ラムが開催され，37名の参加を得た．今回の産業歯科

保健フォーラムでは，職域での歯科保健を推進する大き

な機会である歯科健診の活用に注目し，歯科健診事業に

関わりながら産業歯科保健分野で活躍している東北地方

に所属する先生方をシンポジストとしてお招きした．始

めに畠山桂郎氏から，秋田県における歯科保健の特徴や

成人歯科健診の実施率や受診率の低迷などの，東北地方

における産業歯科保健の現状と問題点を解説いただき，

問題提起とした．続いて稲葉大輔氏から，職域での歯周

疾患のスクリーニング法として唾液検査の有効性を解説

いただき，新たな歯科健診のツールとしての大きな可能

性を示していただいた．佐藤保氏からは，唾液検査と問

診票を用いた歯科健診システムの実施例を紹介していた

だき，このシステムの普及啓発による産業歯科保健の推

進を解説していただいた．最後に小関健由氏から，産業

歯科保健に地域歯科保健を巻き込んだ形として，一次予

防を中心に考える学習歯科健診の実施例を示していただ

いた．講演の後，尾崎哲則氏と加藤元氏による指定発言

を受け，さらに活発な討議が行われた．従来の産業歯科

健診は疾患の早期発見・早期対処が目的であった．しか

しながら，職域で活躍する年齢から生涯にわたる健康を

見据える場合は，唾液検査などの効果的な疾病のリス

ク・スクリーニング法とその後の健康支援体制が重要視

される．さらに東北地方では，地域歯科保健との十分な

連携も，従業員の生涯の健康管理には大切であると考え

られた．

＜産業栄養研究会＞

産業衛生分野における職種間の連携と協働を考える

柳澤裕之（東京慈恵会医科大学環境保健医学）

由田克士

（（独）国立健康・栄養研究所栄養疫学プログラム）

今回は，「産業衛生分野における職種間の連携と協働

を考える」をテーマに，4名の先生方から，それぞれの

専門分野と栄養分野との関連を勘案しながらご発表をい

ただいた．まず，産業医の立場から，明治安田生命健保

組合三好裕司氏より，特定健診・保健指導での現状とし

て，栄養・食生活に問題がある対象者への支援・指導の

担い手（管理栄養士等）の確保が難しいことや，取り組

み2年目における健診受診率等についての話題提供をい

ただいた．次に日立グローバルストレージテクノロジー

ズ田代朱美氏より，事業所側の産業栄養士としての立場

から，従業員食堂とそこに関わっている他職種の連携を

図った，健康・栄養教育の実際とその効果についてお話

しいただいた．出版健保組合白井正子氏からは，産業歯

科衛生士の立場から，口腔の健康と食事の関連や全身の

健康状態への影響について，従業員食堂で他職種と連携

した取り組み事例を含めお話しいただいた．さらに産業

歯科医の立場から，日本アイ・ビー・エム健保組合加藤

元氏より口腔疾患・咀嚼機能と食品や栄養の関連につい

て，興味あるお話しをいただいた．産業保健活動を取り

巻く状況は日々厳しさを増しており，その及ぶ範囲も広

がってきている．このため，単独の職種のみであらゆる
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対応を取ろうとすることは明らかに限界がある．この度

の研究会では，解決すべき問題はあるものの，各職種が

その専門性を生かしつつ必要に応じて有機的に連携・協

働することの重要性と，より効果的な取り組みが実施で

きることを改めて確認する機会となったようである．な

お，予定では産業看護職の立場から日立ディスプレイズ

中野愛子氏よりご発表を願うことになっていたが，交通

機関の乱れのため，残念ながらキャンセルとなったこと

を付記する．

【ポスターセッション】

1．メタボックシンドロームにおける女性腹囲径の基準

値の検討　腹囲径と心血管病変リスクの相関性につ

いて

○西川佳枝，下田真梨子，本田温子，黒木裕子，

伴野佐知子，合田美保子，戸田千綾，土手友太郎，

花田尚志，伊藤正人

（パナソニック（株）AVCネットワークス社

南門真健康管理室）

【目的】一般定期健康診断で測定した腹囲径と，メタボ

リックシンドローム（MS）の診断基準となる血圧，血

中脂質，血糖の各単独リスクおよび重複リスクやCHD

リスク（心血管病変発症リスク）との相関について解析

し，現行の女性腹囲径基準値の妥当性を検討する．【方

法】男女別に腹囲径を80，85，90 cmで4群に分け，各

群について男女間でのMSの重複リスク数平均値の差を

比較検討した．さらに腹囲径をx軸，各単独リスク項目

をy軸とする一次線型回帰式を求め，男性腹囲径85 cm

の各項目の予測値に相当する女性腹囲径を推定した．

【結果および考察】今回の検討から，女性腹囲径90 cm

以上の重複リスク平均値は，男性85–90 cmの群におけ

る値より低かった．また一時線型回帰式による検討でも，

男性基準値85 cmに相当する女性腹囲径は，CHDリス

クをはじめ他の項目でも90 cmを超え，現行基準値を支

持する結果となった．

2．企業健保におけるメタボリックシンドローム対策

（第 5報）― 2年後の健康診断結果との関連の検討―

○山瀧　一，西田真喜子，石垣華奈，藤田郁代，

高品典子，吉田明子，桝元　武

（財団法人君津健康センター）

【はじめに】某製造業健保はパイロット事業としてH18

年に特定健診・特定保健指導を実施，評価時・1年後の

諸指標の改善を認めた．今回その後を検討した．【対

象・方法】対象は40歳以上の被扶養者995名（全て女

性）．H18年のメタボ判定で予備群又は該当となった者

で，保健指導プログラムに参加した参加群と，不参加群

のH20年の健診結果を比較．【結果】H18年健診受診者

297名，H20年も受診した者149名．うちH18年に予備

群以上だった51名のH20年のメタボ判定は，参加群10

名中8名，不参加群41名中37名で非該当．BMI，腹囲

は参加群・不参加群ともに改善（両群間の有意差なし），

脂質は参加群で不参加群に対し有意な改善あり．【考察】

BMI・腹囲改善はポピュレーションストラテジーの，

脂質改善は保健指導プログラムの効果を考えるが，不変

～悪化者の健診忌避も否定できず，受診率向上，健康意

識の啓発が望まれる．

3．特定保健指導によるメタボリックシンドロームの改

善効果について

○櫻木園子，森口次郎，江島桐子，

畑中知子，井手陽子，奥田友子，

澤田典子，池田正之，武田和夫

（財団法人京都工場保健会）

【はじめに】特定保健指導による生活習慣病の予防効果

について，エビデンスの集積が必要である．【対象】某

企業健康保険組合の被保険者で2008年に特定健康診査

を受け，積極的支援または動機付け支援の対象者とされ

た 40歳以上の男性 308名，女性 53名．【方法】指導を

申込んだ者に初回面接を行い，遠隔指導ツール「フェニ

ックスケア」による支援を実施した．指導実施群（男性

212名，女性24名）と指導なし群（男性96名，女性29

名）に分け，メタボリックシンドローム診断基準をもと

に点数化し，08年と 09年の変化を比較した．【結果】

男性の両群，女性の動機付け支援群では指導実施群で有

意に改善していた．女性の積極的支援群では差が見られ

なかった．【考察】今回は企業からも申込みを促したた

め，初回面接時は必ずしもモチベーションが高くない人

も含まれていたが，支援を通して意識や生活習慣の改善

につながったと考えられる．

4．小規模事業場における初回保健指導効果の検討

○渡邉江理，辻本麻紗美，河野裕美，

大島由美子，藤井由香子，阪本善邦

（パナソニック健康保険組合健康管理センター

予防医療部生活習慣病科）

【はじめに】当職域において，これまで医療職が配置さ

れていない小規模事業場の従業員は定期健康診断（定健）

後の保健指導を受ける機会が少なかった．そこで，2008

年度より当センターにて定健後保健指導を開始し，その

効果について検討したので報告する．【対象と方法】定

健で，血圧，血糖，脂質，尿酸のいずれかに初めて異常

を指摘され，保健指導を受けた96名のうち，次年度定

健を追跡できた42名の生活改善状況や行動変容，検査

データ推移について調査を行った．【結果】次年度定健

では，朝食の欠食，夕食後の間食，栄養バランス，就寝
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前の食事，飲酒頻度と量の改善割合が高かった．また，

生活習慣改善意欲が向上している者の割合が増加してお

り，健康づくりのモチベーション向上に繋がったと考え

られた．検査データでは，血圧，脂質，尿酸に改善傾向

が見られた．【おわりに】保健指導は生活習慣やデータ

改善に有用であり，定健後の介入の重要性が示唆された．

5．一健康保険組合における特定保健指導の効果につい

ての検討

○杉谷絵理，紙尾朋美，井田圭子，馬場菜穂子，

森川美智子，山�千晶，野田潤子，寺岸弥生，

木村亜耶，見神志郎，廣川　渉，田畑正司

（財団法人石川県予防医学会）

昨年度行った一健康保険組合の特定保健指導につい

て，今年度の結果をふまえ，保健指導の効果やその効果

に関わる因子について検討した．昨年石川県内の一健保

組合の特定保健指導を実施し，最終評価ができた71名

を対象とした．男性59名，女性12名，平均年齢51.6±

6.6歳であった．（積極的支援者40名，動機付け支援者

31名）職種は，生産技術職（40名），事務職（8名），

専門技術職（2名），管理職は（21名）であった．また，

平成 21年度の健診結果を把握できたのは 57名であっ

た．性別で体重及び腹囲の減少率を比較したが，性別，

支援別で差は認めなかった．男性の職種別の比較では平

均体重減少率は，管理職で少し減少率が大きかった．階

層化結果の改善状況をみると，改善した人は 25名

（43.9％ ），悪化は 4名（7.0％ ），変化なしは 28名

（49.1％）であり，女性では改善した人が有意ではない

ものの多くなっていた．

6．特定保健指導の成果に関連する要因について

○宮本俊明1，守田祐作1，吉住次恵2，中村美香子2，

平山千穂2，福島葉月3，加藤憲忠1

（1新日鐵君津，2君津健康センター，3新日鐵技開本部）

メタボ予備群と該当群に初回支援を行い，本人が同意

した場合に継続支援を追加する方式の特定保健指導を

行った．初回支援のみ（以下初回群）と継続支援完了

（以下継続群）の場合について支援タイプの選択に関連

する要因を検討し，指導効果の有無に関連する要因につ

いて検討した．対象は40・50歳代の指導半年後評価が

終了した男性社員154名で，初回群は134名，継続群は

20名であった．継続群の割合は50歳代と交代勤務従事

者で有意に少なく，継続群は全例が健診当日に保健指導

を受けていた．半年後の腹囲と体重の自己申告が，それ

ぞれ1 cm減と1kg減で効果ありとした場合，腹囲減効

果と関連する項目はなかったが，体重減効果にはメタボ

該当群であることに有意な関連があり，継続群であるこ

とが関連する傾向を認めた．対象者の体重を1kg減ら

すのに要した保険者負担費用は，初回群が3,620円，継

続群が7,560円だった．

7．特定健診における職域を対象とした保健指導モデル

の開発～生活改善と行動変容ステージの評価～

○千葉敦子，山本春江，森永八江，藤田修三

（青森県立保健大学）

【目的】個人への教育的支援に加え支援的環境の醸成を

意図した周囲への戦略的波及効果促進を連動させること

による相乗効果を目指した健康教室を実施し，生活改善

ならびに行動変容ステージの変化等を評価した．【方法】

A株式会社の希望者に健康教室を実施し自記式質問紙に

より前後の変化を分析した．【結果】健康習慣スコア

（30点満点）は，教室前が参加群20.2点，非参加群18.5

点であり，教室後が参加群 20.8点，非参加群 11.9点で

あった．非参加群では教室後において低下があり有意差

が認められた．行動変容ステージスコアは運動習慣ステ

ージが参加群において有意に向上していた．健康状態自

己評価得点（100点満点）では，参加群で教室後の得点

が上昇し有意差が認められた．【考察】健康習慣スコア

の向上は認められず，社員全体の生活改善までにはいた

らなかったことが示された．しかし，参加群の行動変容

ステージ，健康状態自己評価得点が向上していることか

ら，本モデルは教室参加者には有効である可能性が示唆

された．本研究は平成 20～ 22年度科学研究費補助金

（基盤研究（C））による研究の一部をまとめたものであ

る．

8．A社における社員食堂改善及び食育教育による健康

維持増進活動（第 1報）

○小林佳菜1，赤羽さやか2，増田将史3，石田裕美4

（1株式会社イオンイーハート，
2イオン株式会社グループ人事部，

3産業医科大学産業生態科学研究所作業病態学，
4女子栄養大学給食・栄養管理研究室）

社員食堂において，提供メニューや栄養素に関する調

査を行い，塩分・脂質の提供量の変化を考察した．方法

はA社の社員食堂の管理栄養士と連携し，掲示物の活

用・衛生教育と併せて，社員食堂メニューの改善，調味

料容器の工夫等，塩分・脂質摂取を控えさせるように取

り組んだ．結果は，肉や野菜メニューの提供数が増加傾

向にあるものの，主菜の油脂使用品目提供数と調理用油

の使用量を減少させる事ができた．野菜メニューの提供

数増加と関連してドレッシングの使用量が増加したが，

ノンオイルドレッシングの導入や利用促進の結果，ドレッ

シング由来の摂取カロリー，脂質量，食塩相当量をほぼ

横ばいに抑えることができた．管理栄養士との連携によ

る社員食堂メニュー改善や教育介入を併せて行い，利用
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者からの苦情や利用客数・利益減少を招くことなく，調

理用油の一人当たりの使用量やドレッシング由来の脂

質・塩分・カロリー摂取を減少させられる事が示され

た．

9．A社における社員食堂改善及び食育教育による健康

維持増進活動（第 2報）

○赤羽さやか1，増田将史2，小林佳菜3，石田裕美4

（1イオン株式会社グループ人事部，
2産業医科大学産業生態科学研究所作業病態学，

3株式会社イオンイーハート，
4女子栄養大学給食・栄養管理研究室）

社員食堂において，従業員の選択する品目に関する調

査から食教育の介入効果を考察した．A社の社員食堂レ

ジのデータを元に，従業員が選択したメニューを栄養素

の特徴で分類し，料理選択状況調査を行った．分類は3

色食品群を利用し，2008年 2月18～22日（介入前）及

び同年 9月 1～ 5日（介入後）について調査を行った．

2月調査時の利用人数は延べ9,465人，9月は9,718人で

あった．社員食堂利用者の2月調査時の平均摂取カロリ

ーは 672 kcal，9月には 683 kcalと微増していた．実際

に摂食した品目の組合せについて，赤・黄・緑を食する

利用者は 46.2％から 60.2％へと増加が認められた．

赤・黄の組合せで偏った食事を摂取する利用者は

29.2％から20.1％と減少が認められた（p＜0.0001）．社

員食堂利用者の食事の選択内容の変化を観察すること

で，食育に関連する教育活動の効果を確認することがで

きた．

10．事業所従業員の運動に対する行動とその背景の分析

○熊坂智美1，佐藤美恵2，黒田真理子1

（1福島県立医科大学看護学部，
2福島キヤノン株式会社健康管理室）

本研究は，事業所のウォーキングイベントに参加した

人を対象に個別面接を行い，運動に対する行動の背景を

明らかにし，事業所における運動実施・継続の支援につ

いて示唆を得ることを目的とした．今回はイベント参加

終了後，運動を継続できなかった9名について，個別面

接の逐語録を作成しKJ法を用いて分析した結果，9つ

の表札に分類された．運動が継続できなかった者の多く

は，運動をしていた時期はあるが，長続きしないと述べ

ていた．これらの要因として，環境に左右されやすい，

または運動できない理由を環境のせいにする，すぐに効

果の出る運動を求める，自分にあった運動が見つけられ

ないなどが挙げられた．運動継続のためには，運動とそ

の効果などに関する理解，喜びや楽しさ，自信を感じら

れるように運動と関わることや，その人にあった適切な

目標設定について支援していく必要があるということが

示唆された．

11．転入者面接における生活習慣への支援

○佐藤左千子，脇　恵子，山田優子，

田久保尚子，畑中純子，湯原幹男

（NTT東日本首都圏健康管理センタ）

メンタルヘルス対策として実施した転入者面接から生

活習慣や自覚症状に及ぼす影響を調査し，今後の面接の

あり方について検討した．西日本エリアからA社東京

組織に転入してきた224名を対象とした．面接結果から，

転入により適応を必要とする生活地域・生活形態・労

働・住居の生活変化4項目と，生活習慣の変化として睡

眠，食欲，体重，飲酒量，喫煙量の5項目及び自覚症状

の関連をみた．比較検討の結果，「生活地域」は「食欲

の変化」・「喫煙量増加」と，「労働」は「体重減

少」・「飲酒量増加」と，「住居」は「よく眠れない」

との関連において有意差が認められた．異動後3ヶ月前

後の転入者は体調変化を不調として捉える段階というよ

り，生活変化に適応できず生活習慣に変化を来たしてい

る段階と推察された．面接では不調の早期発見のみなら

ず，労働や生活習慣について支援をすることが生活変化

への適応を促し，1次予防にもなると考えられた．

12．海外出張をする生活習慣病治療者に対する保健指

導の重要性

○青木理絵，中野愛子，鈴木美子，山中　理

（（株）日立ディスプレイズ健康管理センタ）

海外への工場進出や，海外顧客対応の為，短期間で海

外出張する従業員が増加し，海外出張中に生活習慣病治

療者が出張先で健康を害する事例が続いた為，海外出張

をする生活習慣病治療者に対して保健指導を実施し，そ

の重要性について検討．対象は，2008年 1月から12月

までの海外出張者延べ 2,337名の内，疾病治療者延べ

682名中，生活習慣病治療者延べ641名．結果は，海外

出張者の内 25％が疾病治療者であり，治療内容の約

92％が生活習慣病であった．生活習慣病治療者が頻繁

に海外出張をしていることがわかった為保有している生

活習慣病と出張先に応じた保健指導を実施．保健指導の

実施により，生活習慣を改善する努力や，服薬継続を守

るなど自己管理意識の高揚がみられ，普段からの自主的

な健康管理につながる支援となり，その重要性を再認識

した．保健指導や治療の再徹底を行うことにより，出張

先での健康障害リスクを未然に回避する事例もあった．

13．事業場内発熱者全数把握体制の運用効果および気

道感染症等の潜伏期における対応に関する考察

○昇淳一郎，石田裕美

（パナソニック四国エレクトロニクス（株）
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松山地区健康管理室）

某社では，気道感染症等の感染拡大による労働損失日

数の低減対策，および，新型インフルエンザへの平時に

おける訓練の位置づけにて，2008年度より発熱者全数

把握体制を運用してきた．同体制運用下で直ちに発熱の

報告を行った事例のうち，出勤後に発症を自覚した事例

においては他者へ感染させたとみられる事例は発生して

いなかった．一方，会社への報告が翌日以降となった事

例においては，他者へ感染させたとみられる事例が一部

で認められた．本検討結果にみられるように，季節性イ

ンフルエンザを含む気道感染症においては，症状発現開

始時点以降に適切な対応を行うことで他者への感染は発

生していないことから，産業保健現場における現実的な

業務遂行上の観点からは，発症前日の感染可能性は実務

上，想定不要である可能性が示唆された．

14．グローバル展開する企業の新型インフルエンザ対策

○佐藤博貴，上原正道，金森亜矢，� 延亮

（ブラザー工業（株）健康管理センター）

本年4月メキシコに端を発した新型インフルエンザ感

染症の拡大により各国において方針が打ち出され被害を

最小限に食い止めるべく対策が進められている．当社に

おいても強毒型を想定した対策方針を柔軟に運用し，水

際対策から集団感染防止へ重点を移している．当社では

常時250人の海外出向者と毎年延べ5,000人にのぼる海

外出張者が存在し，現地採用者を含めると世界中に

25,000人の従業員がいる．そのため国内グループのみな

らず海外子会社に向けてもグローバル方針を示し各国の

情勢に合わせた対策を策定するよう指示した．当社は製

造業であるが，販売会社や物流などグローバルに幅広く

事業を展開しているため，各地域の統括会社とともにグ

ローバルな視点で対策・方針を立てていく必要がある．

新型インフルエンザの流行は今後も継続すると考えられ

るため，従業員の意識調査の結果などを活用しながら必

要な対策を進めていくこととしている．

15．職域における新型インフルエンザ対策に関する質

問票調査研究―基本集計結果より―

○今井鉄平1，高橋　謙1，東　敏昭2，

森　晃爾3，寶珠山務1，上原正道1，

和田耕治4，森兼啓太5，丸山　崇3

（産業医科大学1環境疫学，2同　作業病態学，
3同　産業医実務研修センター，
4北里大学・衛生学公衆衛生学，

5東北大学・感染制御検査診断学）

新型インフルエンザ流行に備え，各企業で感染予防や

事業継続計画（BCP）への準備を進めてきたものと思わ

れるが，2009年4～6月の流行は事前の想定とは異なる

形で起こり，企業対策に混乱や種々の課題が生じたこと

が予想される．本調査では，わが国の企業分野における

流行への備えや課題を明らかにすることを目的とした．

全国1,010社の企業の新型インフルエンザ担当者を対象

に，企業の新型インフルエンザ対策に関する自記式質問

票調査を2009年7～8月に実施した．有効回答計387社

につき解析を行なった．流行前からBCPを作成してい

た企業（30％），実際に BCPを発動した企業（10％）

は極めて少数だった．また，計画の大幅な修正を必要と

した企業（68％），今後に備え各種計画の修正を必要と

する企業（74％）が多かった．流行のピークを迎える

に際し，多くの企業において，各種計画の見直しを含め

た更なる対策の充実が求められる．

16．当院での新型インフルエンザに対する取り組みと

今後の課題　職員および，その他の通院患者への

感染防御に関連して

○長瀬教夫

（独立行政法人　国立病院機構東徳島病院内科）

当院は結核病床に陰圧病室を持つ関係から新型インフ

ルエンザの入院対応病院に指定されていた．6月 2日，

本県第一例目となる米国留学より帰国した23歳，女性

が受診．（迅速検査では陰性，39.2度の発熱と上気道炎

症状を認め，新型インフルエンザを疑い，隔離入院）．

PCR検査で新型インフルエンザ陽性と判明後，直ちに

タミフルの投与を開始．入院中，直接患者さんに接する

スタッフは感染防御キットを装着，タミフルの予防内服

を行い，医療スタッフへの2次感染は認めなかった．検

査キット，抗インフルエンザ薬，感染防護資材等の確保

が重要であり，入院中の重度心身障害者や外来透析患者

さん等への感染予防の観点から，患者動線の分離を充分

に行うことが必須である．重要なのは情報の速やかな入

手と職員間での情報共有，更に速やかに適切な対応をと

れるように体制を構築するとともに，職員にも感染者が

頻発したときの病院の診療機能をどのように絞っていく

かも考えておくことが要求されている．

17．職場におけるストレスと唾液中 sIgAの関係について

○大薗　裕（日本精工藤沢健康推進室）

メンタルへルス対策の一環としての個人のストレスを

評価する方法としてさまざまなものが考案されているが

その多くが問診法によるものであり，生体試料を用いて

ストレスを評価する方法は少ない．今回，唾液中の

sIgAを測定し，問診票によるストレスとの相関関係に

ついて調査を行なったので報告する．ボランティア9人

を対象に記入式問診票（職業性ストレス簡易調査，疲労

蓄積度自己診断チェック）を使用した．また脱脂綿を口

腔内で一分間含んでもらい，唾液を採取する方法にて検
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体を採取した．ストレスと唾液中sIgAの相関関係の検

定には，ピアソンの相関係定を行なった．結果：問診票

によるストレスのスコアと，唾液中sIgA濃度には，相

関関係が認められた．（疲労蓄積度自己診断チェック

p＝0.0069，職業性ストレス簡易調査 p＝0.0510）スト

レス問診票によるストレスの程度と，唾液中sIgAの量

との間には，相関関係が認められる．

18．消防署職員の IES－R得点に関連する職業ストレ

ス要因の検討

○西條泰明1，上野武治2

（1旭川医科大学健康科学講座，
2北星学園大学社会福祉学部福祉臨床学科）

IES-Rを用いて，消防署員のストレス要因や抑うつと

の関連を検討した．NIOSH職業性ストレス調査票，

CES-Dを用いた．IES-R ≥ 25点を PTSD1とし，IES-

R ≥ 25点かつ 10年以内の衝撃を受けた災害等への出動

経験ありをPTSD2とした．1,667人が解析対象となった．

PTSD1は 162人（9.7％），PTSD2は 75人（4.5％）で

あった．性，年齢調整の解析で，PTSD1には自尊心低

位がオッズ比（OR）の上昇に関連し，PTSD2には，グ

ループ内対人葛藤高位，グループ間対人葛藤高位，抑う

つがORの上昇に関連し，仕事外の活動低位がORの低

下に関連していた．さらに，ステップワイズ法では

PTSD1には自尊心低位がORの有意の上昇に関連し，

PTSD2には，グループ内対人葛藤高位がORの上昇に

関連し，社会的支援（同僚）中位と仕事外の活動低位が

ORの低下に関連していた．消防署員のPTSD対策には，

グループ内の葛藤対策を行い，自尊心を高めることが保

護的に働く可能性がある．（札幌市消防局消防科学研究

所橋本好弘との共同研究である）

19．中規模事業場における職業性ストレスと欠勤，ワ

ークパフォーマンスとの関係

○石崎昌夫1，田畑正司2，川上憲人3，井上彰臣3，

土屋政雄3，秋山美紀4，北詰晃子5，黒田光代3

（1金沢医科大学社会環境保健医学，
2財団法人石川県予防医学協会，

3東京大学大学院医学系研究科精神保健学，
4東京医療保健大学医療保健学部看護学科，
5東京大学大学院医学系研究科精神看護学）

【目的】ある精密金属製品製造事業場において，職業性

ストレスと欠勤・ワークパフォーマンス（WP）との関

係を検討した．【方法】職業性ストレス調査後3ヶ月間，

毎月の欠勤状況調査に2回以上答えた男性従業員157人

（全男性従業員の83％）を解析対象とした．【結果およ

び考察】職業性ストレス（仕事要求，コントロール，上

司・同僚支援，努力報酬），精神的不調（K6）とその後

の欠勤とは有意な関係を認めなかった．一方で，「体調

がよくなくて，仕事を休みたいのに休めなかった日があ

る」と回答した人は，“仕事要求・努力報酬・K6が高

得点の群”や“上司・同僚支援の低い群”で多く認めら

れた．また，欠勤理由で，旅行や趣味あるいは地域活動

と答えた日数の多い群は，他の群に比べて約1年後のワ

ークパフォーマンスが高いという結果だった．欠勤でも

活動的なものはストレスコーピングの面を持つことが示

唆された．

20．職業性ストレス簡易調査票による組織診断と個人

のメンタルヘルス状況との比較

○浅田健一，西本昭恵，佐藤左千子，遠藤源樹，

飯田陽子，菊池　悟，湯原幹男

（NTT東日本　東京健康管理センタ）

【目的】職業性ストレス簡易調査票に基づいた仕事のス

トレス判定図による組織診断と，個人のメンタルヘルス

（MH）状況の把握及び組織診断との比較．【対象】通信

業A社本社の営業を中心とした部署内（従業員数1046

人）6部の社員．【方法】2008年 11月 17日から12月 05

日までウェブ上で職業性ストレス簡易票調査票の調査を

行い，仕事のストレス判定図による組織診断を行った．

また抑うつ，疲労の強い社員を選択，階層化し面談を実

施した．【結果】職場の総合健康リスクはA部93，B部

77，C部 97，D部 82，E部 107，F部 80，全体は85で

あった．面談にてMH不調のあった社員は，A部 0％，

B部 0.4％，C部 0.9％，D部 2.4％，E部 2.5％，F部

2.2％，全体は1.3％であった．【結語】総合健康リスク

が他職場より低い職場においてMH不調者は必ずしも

少なくはなく個のケアは必要と考える．

21．海外赴任者のメンタルヘルス対策～産業看護職の

立場から～

○山田祥代，上原正道，曽我紀子，

山本美幸，上原理恵，日笠ちはる，

� 延亮，佐藤博貴，金森亜矢

（ブラザー工業（株）健康管理センター）

【背景】海外赴任を経験する労働者が増える中，赴任先

での環境の変化から不適応となるケースも少なくない．

当社では，企業が果たすべき安全配慮義務やメンタル不

調が重症化した場合の対応の難しさを感じ，一次予防に

力点を置いた対策を始めている．【活動内容・目的】ア

ジア地区の製造会社・販売会社において，赴任者が置か

れている状況の把握やメンタルヘルスの正しい知識を身

につけることを目的として個別面談およびセルフケア教

育を実施した．【活動結果・考察】メンタルヘルス対策

の一次予防活動として，今回セルフケア教育を試みたが，

知識の習得だけでなく信頼関係の構築などの効果も確認
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できた．海外赴任者の健康管理において，渡航の可否判

定や赴任中の疾病管理などの産業医の役割が重要視され

てきたが，メンタルヘルス対策を考えると産業看護職が

積極的に関わることが早期発見・早期対応につながるこ

とは明らかであり今後も活動を進めていきたい．

23．中小規模事業場におけるメンタルヘルス対策の進

め方に関する研究～支援ツール開発の試み（第 4

報）管理監督者向けの早期発見・早期対応マニュ

アル作成～

○吉田政樹，田口要人，伊藤裕康，轟美和子，

尾久征三，真船浩介，廣　尚典，永田頌史

（産業医科大学産業生態科学研究所精神保健学教室）

【はじめに】我々は2007年度より中小規模事業場におけ

るメンタルヘルス（MH）対策の進め方に関する研究を

行ってきた．その一環として開発した事業場の管理監督

者向けのマニュアルについて報告する．【方法】2007年

度に我々が行った中小規模事業場に対する産業保健活動

の実態調査結果，過去の関連文献などをもとに草案を作

成し，それに対して複数の専門家に意見を求めて，一部

修正を行った．【結果・考察】ハイリスク者やMH不調

のサイン，専門機関へのつなぎ方などについて解説した

6章構成のマニュアル試作版を作成した．チェックリス

ト形式を取り入れるなど，MHに関する専門的な知識を

持っていない管理監督者に理解しやすいように配慮され

ており（下記参照），専門職の支援なしでも，ある程度

の対策がとれるように工夫されている．今後，試作版を

事業場で実際に使用してもらい，有用性の評価を依頼し，

その結果を踏まえて改訂を加え完成版を作成・公開する

予定である．

24．中小規模事業場におけるメンタルヘルス対策の進

め方に関する研究～支援ツールの開発の試み（第 5

報）職場復帰支援マニュアルの作成～

○田口要人，吉田政樹，伊藤裕康，轟美和子，

尾久征三，真船浩介，廣　尚典，永田頌史

（産業医科大学産業生態科学研究所精神保健学教室）

【背景・目的】我々は，中小規模事業場におけるメンタ

ルヘルス対策の進め方に関する研究の一つとして4部構

成の職場復帰支援マニュアル（支援マニュアル）を作成

したので報告する．【方法】2009年 6月，某産保センタ

ーの研修で18名に支援マニュアルを説明し，自社の復

職支援のフローチャート等を作成してもらった．終了後

にアンケートを実施し17名分を回収した．アンケート

形式は5件法と自由記述である．【結果】支援マニュア

ル全体の情報量は65％，文章表現は41％，自身が復職

支援体制を構築するのに役立つかの質問には76％が肯

定的な回答であった．4部構成のうち，特に「復職支援

要領・フローチャート例・様式類」に関して肯定的な回

答が多かった．【考察】支援要領や様式，図表，有用性

について肯定的な回答が多い一方，わかりやすさについ

て改善が必要と思われた．以上の点などを反映し，今後

マニュアルの改訂を実施する予定である．

25．メンタルヘルス不調社員の復職後の予後（再休務

のハイリスク群の検討）

○遠藤源樹，大垣真理，秋澤幸子，古谷たき子，

浅田健一，吉浦健太，大森健一，湯原幹男

（NTT東日本総務人事部首都圏健康管理センタ）

【背景】A社でメンタルヘルス不調で療養の後復職した

社員が復職後1年以内に再休務する割合は27.9％（復職

後1年間勤務を継続できたのは71.1％）．【対象】X年4

月 1日からX＋ 3年 3月 31日までにA社の社員で新規

のメンタルヘルス不調（ICD-10； F3群，F4群）をき

たし，精神科医による療養の後，復職となった548名．

【方法・結果等】対象の548名に関して①復職時の年齢

別②在職期間別③入社年齢別④性別⑤休務期間別⑥家族

の同居別⑦復職時の季節別⑧通勤時間別の要因に分け，

1年以内に再休務した社員の割合を調査した．結果，①

A社での勤務年数が短い社員②A社の社員になった年

齢が年長の社員が，再休務のハイリスク群（1年以内）

と分析された．ハイリスク群に対して，復職後のフォロ

ーアップ面談の回数を増やす，フォローアップ面談に管

理監督者の参加を促す等，再休務に特に注意が必要であ

ると思われる．

27．産業保健と心理臨床のコラボレーション

○岩政　琢（ヤフー株式会社健康推進センタ）

産業保健の分野でのメンタルヘルスケアは，「セルフ

ケア」，「ラインによるケア」「事業場内産業保健スタッ

フ等によるケア」，「事業場外資源によるケア」の「4つ

のケア」が継続的かつ計画的に行われることで対応して

いることが多いと思われる．うつ病の復職後のフォロー

アップは，症状に合わせて，勤務制限を緩和していくな

どの措置が行われるのが一般的と考えられる．これは，

典型的なうつ病では，非常に有効な手段と考えられる．

しかし，近年，若い世代を中心に，自己の愛着が強い・

漠然とした自信がある・規範への抵抗感が強い・環境に

うまく適応できない人に起こりやすいうつ病が増えてき

ているといわれている．このようなうつ病では，時間や

業務量の調整のみの対応では難しい場合があると考え

る．このようなケースで，産業保健と心理臨床がコラボ

レーションすることでのメンタルヘルス対応の方途を考

察した．
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28．我が社における女性社員の就労について

～ JR東日本の現状と取り組み～

○高橋公子，溝口かおる，清治邦章，

五十嵐孝之，柳町智宏，佐藤　研

（東日本旅客鉄道株式会社，

JR仙台病院健康管理センター）

当社では2004年 4月から「女性社員がその能力を最

大限に発揮できる環境の整備」をめざすためのアクショ

ンとして「Fプログラム」を始動させた．女性社員採用

拡大，育児休職期間を2年に延長，女性フォーラムなど

の開催などに取り組んできた．2009年 7月から「ワー

ク・ライフ・プログラム」と改正し，性別に関わらず，

全員が主体的に関わる取組みを目指すようになった．当

社の女性就労に関する現状と取り組みについて，取材や

アンケートより調査した．今後改善が求められる点は，

保育所の設置，勤務時間の融通性，復帰時のサポート体

制，静養などの休暇に対する理解，当社のプログラムに

対する認知・活用などがあげられた．育児休業制度が確

実に取得できる社会環境整備と，制度を利用しやすい雰

囲気や体制作りが女性の就業支援のために必要である．

積極的に現場の声を聞き，企業・社員全体で取り組んで

いくべきだと考える．

29．働く母親の晩の血圧，脈拍について

○福島直美1, 2，黒川修行1，浅山　敬2，仲井邦彦1，

鈴木恵太1, 3，龍田　希1，今井　潤4，佐藤　洋1

（1東北大学大学院医学系研究科環境保健医学分野，
2同　薬学研究科医薬開発構想寄附講座，
3同　教育学研究科人間発達臨床科学

（日本学術振興会特別研究員PD），
4同　薬学研究科臨床薬学分野）

事業所で行う一般健康診断で血中脂質や血圧の有所見

者率の上昇が見られる．今回は働く母親と専業主婦であ

る母親の血圧値について検討した．対象者は本分野のコ

ホート研究に参加している児の母親（135名）である．

職業を持つ母親は74名であった．血圧は随時血圧と家

庭血圧を測定した．随時血圧はコホート研究の調査会場

で測定した血圧値とした．家庭血圧は起床後ならびに就

寝前に測定した血圧値とした．脳卒中発症を予測すると

報告されている晩の血圧値，脈拍数を解析に用いた．家

庭血圧の収縮期/拡張期血圧は107.9/65.2mmHgであっ

た．母親の職業との関連についてみると，家庭脈拍数で

専業主婦に比し，働いている母親の平均値が統計学的に

有意に高い値を示した（p＜0.05）．働く母親は身体的，

心理的疲労が強い傾向があると考えられ脳心血管疾患予

防の上でも職域における若年層からの生活習慣改善を主

とした健康教育が重要である．

32．医療機関における参加型職場改善活動推進のポイ

ント

○坂田知子1，柴田照久2，吉川　徹3，

堤　明純4，小木和孝3，織田　進5

（1福岡徳洲会病院健診科，2同消化器内科，
3労働科学研究所，

4産業医科大学産業医実務研修センター，
5福岡産業保健推進センター）

「科学的根拠に基づく職場のメンタルヘルス―職場環

境改善の効果評価研究―」の一環として，医療従事者に

よる参加型職場環境改善に取り組んだ成果を産衛学会等

で発表している．ここでは活動推進のポイントを報告す

る．1）病院管理者の明確な意思決定：病院運営方針と

して，参加型職場環境改善活動へ取組むことを病院長が

宣言した．現場のスタッフの力で働きやすい職場つくり

を実践し，職場ストレスの減少のみならず安全で良質な

医療を提供する，と目的を明示した．2）現場の主体的

改善活動をフォローする支援システムの構築：安全衛生

委員会の管轄下に支援チームを結成し，活動推進者育成

やリスク軽減策提案と実施への支援およびフォローを

行った．3）好事例を推奨する枠組み作りと経験交流：

アクションチェックリストや実例写真を活用した．健康

教育の手法を用いた参加型の活動報告会を定期的に開催

し，外部専門家と同僚による改善活動への評価と承認を

与えた．

33．健康診断会計の概念の提唱

○木田哲二（プライム）

「会計（accounting）」は「説明する（account for）」

に由来する．明治以来，福沢諭吉により導入されたとさ

れる会計システムは，「原因」と「結果」を同時に把握

する「複式簿記」を基本とする．この会計の本質を企業

の健康管理記録に応用し，「原因」と「結果」を同時に

把握する処理システムを「健康会計」とすべきであると

プライムは考える．（経済産業省の概念とは異なる）今

回，事象の発生と対処が明確な健康診断と事後措置に対

し，会計手法を参考にした処理体系として，健康診断会

計の概念を提唱する．複式記録によるメリットとして，

会計の貸借対照表や損益計算書に相当する帳票の作成も

可能となる．健康診断会計導入のメリットとして1.大規

模データでも問題点を把握しやすい．2.定められた勘定

科目に従った処理により，健康診断の事後措置が標準化

される．3.健康診断に関する事象の発生処理状況の確認

や集計が容易で，公表が可能でありCSRに応用可能で

ある．参考文献：山田真哉「世界一やさしい会計の本で

す」日本実業出版社
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34．非正規職員が多数の分散職場における安全衛生委

員会のありかたの検討

○杣田　望1，多田由美子2，石橋義彦2，広瀬俊雄2

（1みやぎ生活協同組合，
2仙台錦町診療所・産業医学センター）

「職場の健康力」を高める上で安全衛生委員会はその

中心となる存在である．多業種からなる分散事業所では

産業保健活動の質や量の一貫性を維持するのに難渋し，

その取り組みは，事業所や部門によって温度差がある．

各部門安全衛生委員会議事録や労災発生件数などを用い

て取り組みを比較し，先進的な活動をしている部門での

特徴を検討した．当社における安全衛生活動を安全衛生

委員会という観点から検討すると，先進的な部門の大き

な特徴は「非正規職員の安全衛生活動への参加」であっ

た．「職場の健康力」の中心となる安全衛生委員会に現

場の労働者が参加することが有用であると考えた．元来，

安全衛生活動は職員の自主的な活動が本来の姿であり，

当社のように非正規職員の多い職場においては正規・非

正規の区別なく，現場の労働者を安全衛生活動に巻き込

むことが「職場の健康力」を高めるためには重要ではな

いだろうか．

35．嘱託産業医活動実態調査　労働衛生機関の医師と

開業医・病院等勤務医の比較

○森口次郎1, 2，池田正之1，櫻木園子1，武田和夫1，

森　洋一2，武藤孝司3，東　敏昭4

（1（財）京都工場保健会，2京都産業保健推進センター，
3獨協医科大学公衆衛生学，4産業医科大学作業病態学）

労働衛生機関所属医師と開業医および病院等勤務医の

嘱託産業医活動の実態を調査し，中小企業の産業保健向

上の一助とすることを目的とした．産業医を行っている

全衛連医師72名および京都の開業医・勤務医81名を本

研究の対象とし，質問票調査を実施した．全衛連医師の

産業医活動時間が長く，事業場数と労働者数も多かった．

開業医・勤務医，全衛連医師の50人未満の事業場での

活動はそれぞれ21％と12％であった．業務内容と時間

配分では，開業医・勤務医，全衛連医師ともに職場巡視，

安全衛生委員会出席，一般健診，メンタルヘルスケアに

多くの時間を割いていた．また両者とも産業医としての

総業務時間を増やしたいと考えていた．労働衛生機関所

属医師と開業医および病院勤務医の嘱託産業医活動は十

分ではなく，今後さらなる中小企業の産業保健サービス

向上の取り組みが必要である．

36．分散型小売業での産業保健活動を支援するための

実務用マニュアル作成の試み（第 2報）―産業保

健推進活動のためのビデオ教材制作―

○黒木和志郎，井上真紀子，窪田　誠，山下剛司，

幸地　勇，角谷　学，内山鉄朗，橋場昌義，水口要平，

増田将史，大神　明，堀江正知，東　敏昭

（産業医科大学産業生態科学研究所）

労働者派遣法の改正に伴った雇用形態の多様化，非正

規労働者を多く使用する事業場の増加など，産業構造は

急速に変化し，非正規労働者を多く使用する事業場にお

ける産業保健活動が今後の重要な課題となってきてい

る．その中で分散型事業場での産業保健活動は，現行の

労働安全衛生法およびその関連法令が効果的に適用され

にくく，実効性のある産業保健活動モデルはこれまでに

確立されていないのが現状である．第1報で我々は分散

型事業場に対しての効果的かつ実効的な産業保健実務用

マニュアルの作成について報告した（第82回日本産業

衛生学会，福岡，2009年）．今回は，産業保健活動をわ

かりやすく現場へ周知するための教材ビデオ制作（内容，

職場への適応）について報告する．小売業における産業

保健活動が，より良い労働衛生活動の実施に貢献できる

よう，今後その汎用化を目的とした介入研究を行い，マ

ニュアルの実用化に向け取り組んでいく．

38．歯科診察室での気中ホルムアルデヒド濃度に関す

る作業環境測定

○井川資英1，井川恭子2，進藤　拓3

（1東北大学大学院歯学研究科

口腔生物学講座歯内歯周治療学分野，
2同　口腔保健発育学講座予防歯科学分野，

3東北大学環境保全センター）

ホルムアルデヒドは平成20年に特定化学物質第3類

物質から第2類物質へと変更された．歯科診療の根管消

毒剤としてホルマリン合剤が広く普及しているが，本研

究の目的は，連続した2日間の診療日において，診療室

内空気中ホルムアルデヒド濃度を測定し，その作業環境

に関する知見を得ることであった．測定は東北大学病院

附属歯科医療センター・保存科診療室で，2008年 7月

の連続 2日間に，実際の診察時間内に 9点でA測定を

実施した．測定は作業環境測定基準に基づき，ガス検

知管及びDNPH捕集管を用いた．2日間にわたる18測

定点の気中ホルムアルデヒド濃度は 0.017–0.029 ppm

（0.021± 0.0028，平均値±標準偏差）の範囲であり，今

回の作業環境測定を行った診療日では，ホルムアルデヒ

ド合剤からホルムアルデヒドが蒸散・拡散はするもの

の，その気中濃度は管理濃度を超えないことがわかった．

39．VDT健診における眼調節機能検査と自覚症状との

関連性

○吉田未来

（パナソニック健康保険組合産業衛生科学センター　

労働保健部労働保健二課）
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一般にVDT健診における所見は愁訴先行型であり，

自覚症状は健診の事後措置を進める上で重要な判断要素

の一つである．客観的指標としての眼調節機能検査結果

と主観的指標である自覚症状との関連を検討するため，

当センターVDT作業者に自覚症状調査と眼調節機能検

査を実施した．眼調節機能の有所見者は79.2％で，有

所見者は視力低下感の有訴率が有意に高かったが，愁訴

数に有意差は認めなかったので，作業状況や自覚症状の

程度などを踏まえた視力低下感の原因を見極めることが

重要である．また，眼調節機能低下は自覚症状とは必ず

しも一致していない．本人の自覚がない間に作業効率の

低下を招き，慢性的な疲労蓄積につながる恐れがあるた

め，適切な視力矯正や保健指導が必要である．眼症状を

参考にVDT健診に眼調節機能検査を取り入れ，潜在的

な眼調節機能低下を発見し，各作業者に即した保健指導

を行うことで眼精疲労を予防できることが示唆された．

40．トリブチルスズ二世代曝露によるF1ラットの骨変

化に関する予備的研究

○角田正史1，浅川秀雄1, 2，峡戸孝也1, 3，

細川まゆ子1, 3，菅谷ちえ美1，井上葉子1，

片桐裕史4，工藤雄一朗1，根岸隆之5，

田代朋子5，太田久吉6，相澤好治1

（1北里大学医学部衛生学公衆衛生学，
2北里大学医療衛生学部，

3北里大学大学院医療系研究科，
4北里大学医療衛生学部公衆衛生学，
5青山学院大学理工学部生命科学科，
6北里大学医療衛生学部衛生管理学）

【目的】経胎盤・経母乳によりトリブチルスズ（TBT）

に曝露されたF1ラットを用い，TBTが骨変化を起こす

かを明らかにすることを目的とした．【方法】妊娠ラッ

トに妊娠期間中及び出産後 3週間，TBTを 0，25，

125 ppm含む餌を摂取させた．乳離れ後，F1ラットを

通常餌で飼育し，生後6週の時点で大腿骨を採取した．

Microdensitometory法により大腿骨の平均骨密度，骨

皮質幅指数を測定した．【結果】体重に関して125 ppm

F1群の平均値はcontrol F1群，25 ppm F1群に比べて

有意に低かった．平均骨密度は125 ppm F1群の平均値

はcontrol F1群，25 ppm F1群に比べて有意に低く，骨

皮質幅指数は125 ppm F1群の平均値はcontrol F1群，

25 ppm F1群に比べ有意に高かった．【考察】TBT chlo-

rideの経胎盤・経母乳曝露によりF1ラットの骨密度が

低下した．化学物質曝露による骨粗鬆症の悪化の可能性

を産業医は認識しておくべきと考える．

第 21回産業神経・行動学研究会
日本衛生学会脳・神経学研究会および

日本神経行動毒性研究会との合同研究会＊

＜特別講演＞

マンガン中毒の神経画像

金　良昊

（大韓民国蔚山医大蔚山大学病院産業医学科教授）

アクリルアミド

伊規須英輝

（産業医科大学産業生態科学研究所・環境中毒学教授）

有機ヒ素化合物の中枢神経影響

石井一弘

（筑波大学大学院人間総合科学研究科（臨床医学系脳神

経内科）准教授）

＜一般演題＞

1．ビスフェノールAの経胎盤・経母乳曝露後のマウス

の高次脳機能における影響

―行動試験および脳の組織的解析―

○北條理恵子，小林健一，久保田久代，宮川宗之

（独立行政法人労働安全衛生総合研究所）

C57BL/6J系統マウスに，妊娠6日目から授乳22日目

まで 0，0.33，3.3あるいは 33 ppmのビスフェノールA

（BPA）を混餌曝露した．オスの仔獣が9–16週齢時に系

列学習，ワイヤーハング，オープンフィールドおよびロ

ータロッド試験を行った．試験終了後に脳の標本を作製

し，いくつかの脳領域において抗 c-fosおよび抗 tyro-

sine hydroxylase（TH）抗体による酵素免疫染色法を

行い，曝露群と統制群で脳の活性の部位および強さに差

があるかを調べた．系列学習試験では統制群よりも

BPA曝露群で課題を習得した仔獣が少数であったが，

他の行動試験結果に群差はなかった．また，c-fosおよ

びTH発現はいくつかの脳領域で曝露群と統制群に差が

みられたが，用量依存性はみられなかった．以上の結果

から，BPAの経胎盤・経母乳曝露による仔獣の高次脳

機能への明確な影響は検出されなかった．

2．幼若ラットの薬物反応に対する 1-ブロモプロパン胎

児期曝露の影響

○江川純恵1，笛田由紀子1，石田尾徹1，

上野　晋2，石松維世1，保利　一1
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（1産業医科大学産業保健学部作業環境計測制御学，
2医学部薬理学）

1-ブロモプロパン（1-BP）を胎児期曝露した 14日齢

の仔ラット脳内の海馬で，興奮性の亢進が見出されてい

る．しかし，実際の神経行動に影響があるかどうかは明

らかにされていない．そこで，興奮性亢進と薬物感受性

との関連を調べるために，Wistar系妊娠ラットに，妊

娠第 1日から 20日間，700 ppmの 1-BPを 1日 6時間吸

入曝露し，生後14日の曝露群および対照群仔ラットに

カイニン酸（KA）を0.0（PBSのみ），0.1，0.5，2.0mg/kg

投与した．KAによる行動異常として，まず immobi-

lizationが起こり，その後 scratchingが観察された．第

1回目scratchingまでの時間については，1-BP胎児期曝

露群で長くなる傾向がみられ，0.1 mg/kg投与群では

有意差があった．したがって，immobilizationの時間

が長くなっている可能性が考えられた．PBSのみ，

2.0mg/kg KAを投与した群では，1-BP曝露の影響はみ

られなかった．1-BP曝露群で，PBSのみを投与した群

では，scratchingが120分以降で多く観察されたが，0.1，

0.5mg/kgを投与した群では，60–120分に多く観察され

た．以上のことから，1-BP胎児期曝露により，脳の過

剰興奮が起こりやすい状態になっている可能性が考えら

れた．

3．ヒトにおける 1-ブロモプロパンの量依存的な神経，

血液，生化学指標への影響

―再解析による新しい知見―

○張　霊逸，李　衛華，柴田英治，市原佐保子，

王　強毅，李　潔斐，若井建志，竹内康浩，

丁　訓誠，市原　学

（名古屋大学大学院医学系研究科環境労働衛生学分野）

我々は1-ブロモプロパン（1BP）の神経毒性を動物実

験，ヒト症例研究，疫学調査で解明している．今回，

1BPの量依存的影響を再解析した．曝露濃度，期間が不

明な曝露労働者を除いた60人の女性，26人の男性曝露

労働者を対象にし，曝露群を中央値で均等数の2群にわ

け，曝露濃度に対する回帰分析を各生体指標について

行った．遠位潜時上昇，感覚神経伝導速度低下，POMS

変化，第 1趾振動覚低下，赤血球減少，AST，LDH，

BUN，TSH上昇が女性で量依存的に見られ，肝臓，筋，

心筋，腎臓への影響または溶血の可能性が示唆された．

男性ではBUNの濃度依存的上昇が見られた．分散分析

とダネットの多重比較より本研究は，LOAELが

2.2 ppmであることを示唆した．男性で影響が顕著でな

かったことは，一部は検出パワー不足で説明できるかも

しれないが，NTP発がん実験で雌動物感受性が高く，

性差の存在についても調べる必要がある．

4．1-ブロモプロパン曝露によるヒト中枢神経病変の核

磁気共鳴画像（MRI）解析

○近藤喜代太，渡辺宏久，伊藤高行，

祖父江　元，市原　学

（名古屋大学大学院医学系研究科環境労働衛生学分野）

我々は，これまでに動物実験，疫学調査，ヒト症例研

究で，1-ブロモプロパン（1BP）が強い中枢神経毒性を

有することを明らかにしている．今回，1BPに高濃度に

曝露されたと考えられる症例で中枢神経MRIに異常を

示した症例を複数見出したため，報告する．症例1：1-

ブロモプロパンを洗浄剤として用い，手を用いて金属部

品を脱脂していた．頭部MRIにて側脳室周囲にT2高信

号領域があった．脊髄MRIでは，第2頸椎領域にやや

背側優位かつ中心優位のT2高信号病変があった．頭部

MRIの病変は側脳室に近傍の白質に接するもので，神

経線維に沿った楕円形状であった．症例 2： 1BPを沸

点近くの温度まで加熱した洗浄槽の近くで働いていた．

側脳室周囲病変が観察された．左側脳室の大きさが不均

等であった．上記二つの症例に見られた側脳室周囲白質

の変化は，Sclarの症例とも一致しているが，多発性硬

化症との慎重な鑑別が必要である．

5．労働者のメンタルヘルス不調の予防と早期支援のあ

り方に関する調査報告

○谷　伊織1，横山和仁2，大久保　豪3，

鈴木麻揚4，池田若葉2

（1浜松医科大学，2順天堂大学，3医療科学研究所，
4西武文理大学）

厚生労働科学研究「労働者のメンタルヘルス不調の予

防と早期支援・介入のあり方に関する研究」の一部とし

て，日本産業衛生学会産業医部会・看護部会会員1,636

名を対象に郵送法による自記式質問紙調査を行い，254

名より回答を得た．さらに，回答者に紹介を受け同意の

得られた労働者99名に対して自記式質問紙調査を行っ

た．産業医と産業看護職からは，休業者への対応で特に

困難な点として人間関係の調整が挙げられ，メンタルヘ

ルスや対人関係技法に関する研修が期待されていること

が明らかとなった．一方，労働者自身が医療機関を最初

に受診するまでの期間には，上司が目を配ってくれな

かった，経済保障，偏見などが関連しており，働きやす

い環境作りの重要性が示された．
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第 43回中小企業安全衛生研究会全国集会＊

一般演題

1．消防署におけるリスクとその対策

○山本　愛1，内野明日香1，武藤繁貴1，

茅嶋康太郎2，森　晃爾2

（1聖隷健康診断センター，
2産業医科大学実務研修センター）

消防署隊員の労働衛生上のリスク，対策の実態，スト

レスを明らかにするため，聞き取り，職業性ストレス簡

易調査票およびSRQ-D質問紙等により，実態調査を行っ

た．対象は浜松市の3消防署とその全隊員120名（男性

97％，女性 3％，平均年齢 35.8才）である．労働衛生

上のリスクとして，傷病者からの血液・体液暴露や針刺

しによる感染症，暑熱環境下の業務による熱中症・熱傷，

化学物質等の有害物質暴露，夜間の不規則な勤務がみら

れ，それぞれ保護具着用，仮眠室充実などの対策が行わ

れていた．仕事のストレス判定図の結果から，全体の総

合健康リスクは全国より低く，SRQ-Dの署全体での平

均得点は男女とも全国平均と比較して低く，夜間勤務の

有無での比較では，夜間勤務者のほうが日勤者よりも平

均得点が高かった．消防署の労働衛生上のリスク対策は，

かなり充実しているが，今後予想される大災害や感染症

の大流行への備えを万全にする必要があると思われた．

2．某地方公共団体現業部門における産業保健体制

○近藤　祥，茅嶋康太郎

（産業医科大学産業医学実務研修センター）

【背景】公的な機関の産業保健活動に関する論文はある

ものの，実際の活動に関する記述は少ない．今回，実際

に某県庁の出先機関の嘱託産業医経験を基に，産業保健

活動の問題点・改善点を考える．【現状と課題】1年間

の任期で，訪問は機関毎に年6回以内．活動内容は，職

場巡視，安全衛生委員会への出席，健康講話，メンタル

ヘルス個別事例の相談などである．特にメンタル問題が

多く，専門職の関与が希薄であり，産業医も出務制限が

あり早急な対応が困難である．また，任期が短く職種や

問題点が異なるため，個々に任されている．【考察】継

続的かつ効果的な産業保健活動を行っていくためには情

報の整理や共有化が欠かせず，引継ぎ資料を文書化し共

有することで，中・長期的かつ継続的な対応が可能と

なった．また，メンタル不調者対応に関しては，産業医

と本庁の健康管理班のみではなく，上司や同僚へのメン

タル教育をふくめた体制作りが必要と考える．

3．商工会健診を利用した内臓脂肪症候群克服モデル事

業の最終評価

○田畑正司（石川県予防医学協会）

平成18年及び19年に特定健診・特定保健指導に先駆

けて行った商工会健診を利用したモデル事業についてそ

の効果を検討した．石川県内の2商工会での定期健診で

同意の得られた方に腹囲測定を行い，メタボ判定と階層

化を行い，その情報提供と希望者に生活習慣改善のため

の支援を行った．平成20年にも健診を受診した330名

について前年度との健診結果を比較した．男性では，19

年腹囲が85 cm以上やメタボ予備群・該当者で有意に体

重や腹囲が減っていた．メタボ該当者も39名（21.0％）

から 28名（15.1％）に減っていたが，予備群は 24名

（12.9％）から30名（16.1％）に増えていた．平成18年

及び 19年に保健指導を受けた 30名の中で平成 20年に

メタボ非該当者は14名（46.7％），階層化での情報提供

は13名（43.3％）であった．中小企業での商工会を利

用した保健指導や情報提供による効果が推察された．

4．第三次小規模事業場向け安全衛生チェックリストの

作成とその検証

○齊藤宏之1，木村真三1，平田　衛2，

梅崎重夫1，濱島京子1

（1独立行政法人労働安全衛生研究所，2関西労災病院）

第三次産業の小企業向けのチェックリストの作成なら

びに有効性の検証を実施した．対象業種は倉庫業・貨物

運送業，旅客運送業，販売業，飲食業，医療福祉業とし，

国内外の既存のリスクアセスメント資料を参考とすると

ともに，小規模事業場の見学・聞き取り調査を行い，リ

スクの洗い出しならびに対策の検討を行った．二段階の

アクションチェックリスト形式とし，第一段階で該当す

る職場や危険の有無を選択し，第二段階で提案事項を示

して必要性を問う形式とした．出来上がったチェックリ

ストについて，産業安全の専門家を交えた検討を行った．

試作したチェックリストがリスクを十分に捉えている

か，使い勝手が良好かどうか等については実際に現場で

検証する必要があることから，現在事業場の協力の下で

検証作業を進めつつある．今後はチェックリストを公開

し，引き続き現場にて使って貰いながら結果をフィード

バックして完成度の高い物にしていく予定である．

5．中小企業におけるメンタルヘルス対策の現状について

○中辻めぐみ1，福本正勝2

（1中村雅和社会保険労務士事務所，
2財団法人航空医学研究センター）

中小企業における産業衛生及びメンタルヘルス（以下，

MHという）の現状を把握するため，「MHに関する調

査研究会」を東京商工会議所文京支部にて設置し，実態
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の把握と課題の抽出を行った．平成21年 9月に同会議

所における中小企業会員（従業員数21人以上300人規

模）5,000社を対象とし598社から回答を得た（回収率

12.0％）．5年以内に休職した従業員がいる企業の割合

は 30.3％に上った．一方，社内のMHに関する体制に

ついては，MHに関する担当者を選任している企業が

44.4％，産業医を選任している企業は32.0％にとどまっ

た．産業医の専門科目は，内科が78.8％と大勢を占め，

精神科が2.9％であった．このような結果からMH問題

に直面した場合，適切な対応へ結びつかない環境である

現状が明らかになった．今後，事業主及び人事・労務担

当者の意識の向上や産業衛生の指導者たる産業医に対す

る啓発を行う必要があると考える．

6．地方における小規模事業場の健康課題と地域産業保

健センターの活動

○菅原　保

（本間病院・本間病院労働衛生コンサルタント事務所）

山形県はがん多発県であるが，職域のがん検診受診率

は把握されておらず，50人未満の小規模事業場のがん

検診受診率ががん死亡との関係で問題となっている．県

内6地域産業保健センターのコーディネーターへ実施し

た活動状況調査と，庄内地域がん検診向上研究会（事務

局；庄内保健所）が実施したがん検診実態アンケート調

査（庄内地域の 16,322事業所から 1,000事業所を抽出）

から地域の健康課題であるがん検診の受診率，受診行動

を検討した．その結果，事業所ががん検診の受診機会を

設定している割合は，従業員数規模では「1～4人」が

有意に低く，業種では「建設業」，「飲食店・宿泊業」が

「医療・福祉」と比較して有意に低く，健康保険種別で

は「加入していない」が，「協会けんぽ」，「組合健保」，

「共済組合」と比較して有意に低くなっていた．地域の

健康課題であるがん検診受診率向上に向けて地産保も地

域保健と連携して啓蒙，受診勧奨の取り組みをしていく

ことが必要である．
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編集委員会からのお知らせ

日本産業衛生学会編集委員会企画
「第4回編集委員長と話そう：産業衛生学雑誌・JOHが求
める論文とは，そして雑誌の将来像とは」

日時：2010年5月28日（金）13：30～15：00
場所：第83回日本産業衛生学会（福井）第8会場

（フェニックスプラザ4F 404号室）

日本産業衛生学会編集委員会から編集委員長，副編集委員
長が出席し，編集委員会の最新の情報をお伝えすると同時
に，参加者との自由な意見交換により産業衛生学雑誌・
Journal of Occupational Health誌の将来像について考えま
す．また論文投稿のポイントについても話題にいたします．
ご参加お待ちしております．

編集委員長　川上憲人


